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厚生労働省福井労働局労働基準部健康安全課

労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策
～加齢による心身の衰えのチェック（フレイルチェック）による気付きの促進を～



労働災害発生状況（県内）
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労働者の作業行動に起因する労働災害の割合は、全年齢では40％を占めるが、60歳以上では56％に増加し、半分以上を
占める。60歳以上の災害発生割合は、４割を占め、増加傾向にある。
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60歳以上の雇用者の割合及び労働災害の状況（全国）
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人口動態の変化や高齢者の健康状態の向上等を背景に、雇用者全体に占める60歳以上の高年齢者の割合は
19.1%(令和６年)となっている。また、労働災害による死傷者数（休業４日以上）に占める60歳以上の高年
齢者の割合は30.0%(同)となっている。
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データ出所：労働力調査（総務省）（年齢階級，産業別雇用者数）における年齢別雇用者数（役員を含む。）
※平成23年は東日本大震災の影響により被災3県を除く全国の結果となっている。

データ出所：労働者死傷病報告※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
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性別・年齢層別労働災害発生率
（令和６年、休業４日以上の死傷災害の度数率、全国）
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休業４日以上の死傷災害の度数率（百万労働時間当たりの災害発生数）は、男は55～59歳、女は50～54歳で全年齢平均

の度数率を上回り、加齢に応じ、上昇していく傾向がある。

※度数率＝労働災害による死傷者数/延べ実労働時間数×1,000,000

データ出所：労働者死傷病報告（令和６年）
※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
労働力調査（年次・2024年・基本集計第Ⅱ-９表（平均週間就業時間））
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エイジフレンドリーガイドラインの普及状況
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⚫ 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）に基づく取組が進んでいない。とりわ
け、身体機能の低下等による労働災害発生リスクに関するリスクアセスメントの実施や身体機能の低下を補う設備・装置の導入の状
況をはじめとして、全体的に低調となっている。

⚫ 取り組んでいない理由について、「自社の60歳以上の高年齢労働者は健康である」と回答した事業場が多くなっている（48.2%） 。
身体機能の低下による労働災害のリスクへの理解が進んでおらず、その結果、そのような労働災害の防止のための取組が行われないこ
とで、労働災害の増加に歯止めがかからない状況に繋がっていると考えられる。

60歳以上
の高年齢
労働者が
業務に従
事してい
る事業所

「エイジ
フレンド
リーガイ
ドライ
ン」を
知ってい

る

高年齢労
働者に対
する労働
災害防止
対策に取
り組んで
いる

高年齢労
働者の労
働災害防
止対策に
取り組む
方針の表

明

身体機能
の低下等
による労
働災害発
生リスク
に関する
リスクア
セスメン
トの実施

身体機能
の低下を
補う設
備・装置
の導入

高年齢労
働者の特
性を考慮
した作業
管理

労働災害
防止を目
的とした
体力

チェック
の実施

個々の高
年齢労働
者の健康
や体力の
状況に応
じた対応

高年齢労
働者の特
性に応じ
た教育

その他

78.5％ 21.6％ 18.1％ 22.5％ 24.1％ 24.4％ 62.9％ 9.1％ 47.8％ 27.7％ 1.9％

必要性を感じな
い

自社の60歳以上
の高年齢労働者
は健康である

他の経営課題と
比較して優先順

位が低い

高齢者扱いをす
ると労働者が反

発する

取り組み方がわ
からない

労働者の関心が
ない

その他 不明

24.0% 48.2％ 15.2％ 7.6％ 32.3％ 14.9％ 7.2％ 3.8％

高年齢労働者の労働災害防止対策に取り組んでいない理由

出典：令和６年労働安全衛生調査



労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）の概要
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多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、職場の
メンタルヘルス対策の推進、化学物質による健康障害防止対策等の推進、機械等による労働災害の防止の促進等、高年齢労働者の労働災害
防止の推進等の措置を講ずる。

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】
既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害の防止を図るため、
① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化など）を定め、併せてILO第155号条
約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）の履行に必要な整備を行う。

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。

２．職場のメンタルヘルス対策の推進【労働安全衛生法】
  ○ ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている労働者数50人未満の事業場についても実施を義務とする。

その際、50人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十分な準備期間を確保する。

３．化学物質による健康障害防止対策等の推進【労働安全衛生法、作業環境測定法】
① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設ける。
② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担保を図る。

４．機械等による労働災害の防止の促進等【労働安全衛生法】
① ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機関が実施できる範囲を拡大する。
② 登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵守義務を課す。

５．高齢者の労働災害防止の推進【労働安全衛生法】
○ 高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する指針を公表することとする。 等

令和８年４月１日（ただし、１①の一部は公布日、４②は令和８年１月１日、３③は令和８年10月１日、１②の一部は令和９年１月１日、
１①及び②の一部は令和９年４月１日、 ２は公布後３年以内に政令で定める日、 ３①は公布後５年以内に政令で定める日）

改正の趣旨

施行期日

改正の概要

このほか、平成26年改正法において改正を行った労働安全衛生法第53条について、規定の修正を行う。



高年齢者の労働災害防止のための指針 概要
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第２ 事業者が講ずべき措置 以下の１～５に掲げる事項について、各事業場における高年齢者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、国、関係団体等
による支援も活用して、実施可能な対策に積極的に取り組むことが必要である。

１ 安全衛生管理体制の確立等

⚫ 経営トップによる方針表明及び体制整備
・経営トップが高年齢者の労働災害防止対策に取り組む方針を示し、対策の実
施体制を明確化すること。

・高年齢者の労働災害防止について、安全衛生委員会等において調査審議する
など労使で話し合うこと。

⚫ 高年齢者の労働災害防止のためのリスクアセスメントの実施
・高年齢者の身体機能等の低下等による労働災害の発生リスクについて、災害
事例等からリスクを洗い出して対策の優先順位を検討し、その結果も踏まえ以
下の２～５を参考に優先順位の高いものから取組事項を決めること。

２ 職場環境の改善

⚫ 身体機能の低下を補う設備・装置の導入
・高年齢者が安全に働き続けられるよう、施設、設備、装置等の改善を行うこと。

⚫ 高年齢者の特性を考慮した作業管理
・筋力、バランス能力、敏捷性、全身持久力、感覚機能、認知機能の低下等を考
慮して作業内容等の見直しを行うこと。

３ 高年齢者の健康や体力の状況の把握

⚫ 健康状況の把握

・労働安全衛生法で定める雇入時及び定期の健康診断を確実に実施すること。

⚫ 体力の状況の把握
・高年齢者の体力の状況を客観的に把握し必要な対策を行うため、主に高年   
 齢者を対象とした体力チェックを継続的に実施することが望ましいこと。事業
場の実情に応じて青年、壮年期から実施することが望ましいこと。

⚫ 健康や体力の状況に関する情報の取扱い
・「労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講ずべき
措置に関する指針」を踏まえた対応を行うこと。

４ 高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

⚫ 個々の高年齢者の健康や体力の状況を踏まえた措置
・健康や体力の状況を踏まえて必要に応じ就業上の措置を講じる
こと。

⚫ 高年齢者の状況に応じた業務の提供
  ・高年齢者に適切な就労の場を提供するため、職場環境の改善を

 進めるとともに、働き方のルールを構築するよう努めること。
  ・高年齢者の業務内容の決定の際は、健康や体力の状況に応じて、

 安全と健康の観点を踏まえた適合する業務とのマッチングに努
め、継続した業務の提供に配慮すること。  

  ・高年齢者の治療と就業の両立については「治療と就業の両立支
 援指針」に基づく取組に努めること。

⚫ 心身両面にわたる健康保持増進措置
・集団及び個々の高年齢者を対象として、身体機能等の維持向上
のための取組を実施することが望ましいこと。
・「事業場における労働者の健康保持増進のための指針（THP指
針）」、「労働者の心の健康の保持増進のための指針（メンタ
ルヘルス指針）」等に基づく取組に努めること。

５ 安全衛生教育

⚫ 高年齢者に対する教育
・法令に基づく教育等を確実に行うこと。また、作業内容とそのリ
スクについての理解を得やすくするため十分な時間をかけること。
中でも、高年齢者が再雇用や再就職等により経験のない業種や業
務に従事する場合には、特に丁寧な教育訓練を行うこと。

⚫ 管理監督者等に対する教育
・管理監督者等に対し、高年齢者特有の特性と高年齢者の安全衛生
対策について教育を行うこと。

第３ 労働者と協力して取り組む事項
事業者は、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理その他の必要な措置を講ずるよう努める必要が
あり、個々の労働者は、自らの身体機能等の低下が労働災害リスクにつながり得ることを理解し、労使の協力の下
で取組を進めること。

第４ 国、関係団体等による支援 事業者は、国、関係団体等による支援策を有効に活用すること。

第１ 趣旨
労働安全衛生法第62条の２第２項に基づき、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理等、高年齢者の労働災害
の防止を図るために事業者が講ずるよう努めなければならない措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るため定めたもの。



高年齢者の労働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）
事業者が講ずべき措置
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高年齢者の労働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）
事業者が講ずべき措置
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高年齢者の労働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）
事業者が講ずべき措置
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高年齢者の労働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）
事業者が講ずべき措置
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高年齢者の労働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）
事業者が講ずべき措置
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高年齢労働者の労働災害防止対策推進事業
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専門家総合対策コース
【既存（統合）・拡充】

熱中症対策コース
【新設】

コラボヘルスコース
【既存】

補 

助 

対 

象

⚫ 専門家によるリスクアセスメントを受けるのに要する費用
⚫ リスクアセスメント結果を踏まえた対策の実施に要する費用
（滑りにくい床への改修、手すりの設置、重量物取扱い作業・介助作業への
補助機器の導入、労働者の身体機能の維持向上のための支援等）

熱中症リスクの高い暑熱作業
のある事業場における休憩施設
の整備、体温を下げるための機
能のある服の導入等暑熱な環境
による労働災害防止対策に要す
る費用

事業所カルテや健康スコア
リングレポートを活用したコ
ラボヘルス等の労働者の健康
保持増進のための取組に要す
る費用

補助率
４／５（専門家によるリスクアセスメント）

１／2（リスクアセスメント結果を踏まえた対策の実施）
１／２ ３／４

上限額 100万円 100万円 30万円



転倒等リスク評価セルフチェック票
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15

加齢による心身の衰えのチェック（フレイルチェック）等により、労働者の気付きを促す取組が実施されています。
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